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序     文 
 
 
サウダイゼーション政策（外国人労働力の自国民化政策）のもと、技術教育・職業訓練庁

（GOTEVOT）は、労働市場ニーズにあった人材育成を進めるため、カリキュラム改革及び教育・

訓練機関の拡充等を進めている。 
2002 年に、技術短期大学教員の技術向上を目的として、同大学現職教員への研修実施を担当

する部門が GOTEVOT 技術教育開発・訓練センター（DTC）に設けられたが、研修プログラム、

機材整備等の面で研修を実施するには不十分な体制にあったため、サウジアラビア王国政府は日

本政府に同センターへの協力を要請した。 
 本プロジェクトは、同センター「機械」「電気」「建設」分野指導員の研修実施能力を高めるこ

とにより、サウダイゼーションを促進するものである。 
今般、同プロジェクトの終了時評価を行うことを目的として、2007 年 3 月に調査団を派遣し、

サウジアラビア政府及び関係機関との間で、プロジェクトの進捗の確認と今後の方向性に関する

協議を行った。本報告書は、同調査結果をとりまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開

に活用されることを願うものである。 
ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 
 
 

2007 年 5 月 
  独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部長  菊地 文夫 
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略 語 表 
 
略語 英文 和訳 
CAD Computer-aided Design コンピュータ支援による設計 
CNC Computer Numerical Control コンピュータ数値制御 
DTC Development and Training Center 技術教育開発訓練センター 
GDP Gross Domestic Production 国民総生産 

GOTEVOT 
General Organization of Technical Education 
and Vocational Training 

技術教育・職業訓練庁 

NOSS National Occupational Skills Standards 国家職業技能基準 
PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PLC Programmable Logic Controller プログラマブル・ロジック・コントローラー

PO Plan of Operation 活動計画表 



 

 

終了時評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名： サウジアラビア王国 案件名： 技術教育開発訓練センタープロジェクト 
分野： 産業技術教育・職業訓練 援助形態： 技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部第二グループ 協力金額（評価時点）： 4．5億円 

先方関係機関：技術教育・職業訓練庁（GOTEVOT）、 
技術教育開発・訓練センター（DTC） 

日本側協力機関：文部科学省 

 
協力期間 

2004.9.1 – 2007.8.31  
(R/D) 2004.9.1 

 
  

他の関連協力： 
「リアド電子技術学院」（1989～1996）、 
「リアド技術短大電子工学部改善」（1997～2001）、 
「電子技術教育開発（EED）センター」（1998～2001） 

１－１ 協力の背景と概要  

サウジアラビアでは、国家政策である国内労働力のサウジアラビア人化（サウダイゼーション）

政策のもと、サウジアラビア人の人材育成を担う技術短期大学が急速に増設されたことから、技

術短大教員の質的・量的拡充が急務となっている。 
本プロジェクトは、技術短期大学の現職教員等への研修実施機関である技術教育開発訓練センタ

ー（Development and Training Center：DTC）において、機械、電気、建設の 3 分野の指導員の研

修実施能力を向上することにより、サウダイゼーションを促進するものである。 
 
１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

「機械」及び「電気」、「建設」分野において産業界の要望にかなうレベルの技術短大の卒業生が

輩出される。 
（２）プロジェクト目標 

DTC 指導員の「機械」及び「電気」、「建設」分野における技術短大教員向け研修実施能力が向

上する。 
（３）成果 

① 対象 3 分野における技術短大教員等の技術レベルおよび産業界の人材ニーズが確認される。

② 対象 3 分野における短大教員を対象とした訓練プログラムが開発される。 
③ 技術短大教員を対象とした訓練システム（評価含む）が構築される。 
④ 訓練プログラムの運営体制が確立される。 

（４）投入（評価時点） 

日本側 
長期専門家派遣：  延べ 5 名 計 108.1M/M    機材供与    ： 102,923 千円 
短期専門家派遣：  延べ 10 名 計 8.1M/M     在外事業強化費 ：  13,536 千円 
C/P 研修      ：   本邦研修 12 名、マレーシアにおける研修  4 名、 

インドネシアにおける研修 4 名、UAE における研修 2 名      

サウジアラビア側 
カウンターパート配置： 延べ 14 名 
建物・施設     ： 執務室、実習室、教室専門家執務室 
運営経費負担    ： 約 46,816 千円 
機材        ： 事務機材、研修機材、車両等 

２． 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名、職位） 
総括    ：渡辺 元治 国際協力機構人間開発部第二グループ技術教育チーム長 
技術教育行政：池守 滋  文部科学省 初中等教育局参事官付 教科調査官  
協力企画  ：丸山 隆央  国際協力機構人間開発部第二グループ技術教育チーム 
評価分析  ：監物 順之 中央開発株式会社海外事業部 



 

 

調査期間 200７年 2 月 23 日から 3 月 8 日まで 評価種類：終了時評価 
３． 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 本プロジェクトの投入、成果の実績及びプロジェクト目標の達成度について、質問表調査及び

インタビュー調査、ワークショップを通じて関係者の意見と実績データを収集し、分析を行った。

 プロジェクトは、当初、機械、電気、建設分野で長期専門家を各１名配置し、年間３名程度の

短期専門家を派遣する計画であったが、2004 年の治安の一時的悪化による専門家リクルートの難

航や長期専門家内定者の辞退などにより、機械分野及び建設分野で長期専門家の不在期間が生じ

たが、短期専門家を代わりに派遣し、活動が進められた。サウジ側からは、一部、人数不足やレ

ベルの問題などもあったが、カウンターパートの配置、施設の準備、機材の調達、運営経費の確

保などが行われた。 
 
成果１については、訓練対象となる技術短大のカリキュラムおよび技術レベルが分析され、研

修内容の修正が行われたことなどから、概ね達成されたと判断される。成果２については、機械、

電気、建設分野で訓練コースが開発され、教材が準備されていることから一定程度達成されると

判断される。成果３については、カウンターパートの技術レベルの向上が図られており、教育手

法に関するセミナーの開催などが行われており、進捗が図られている。2007 年 4 月より具体的訓

練コースが順次開始される予定であり、一定程度達成されると判断される。成果４については、

機材維持管理体制の整備、安全管理は現時点で充分に行われているが、システムの確立には課題

を残している。 
 
機械、電気、建設分野の DTC 指導員の技術レベルは向上しており、技術短期大学教員を対象と

した研修コースの設定及び同研修教材の作成が一部終了している。また、電気分野では PLC
（LOGO、STEP7）、ファクトリーオートメーション研修コースが 2007 年 4 月に実施予定である。

また、機械分野ではレーザー加工紹介が 2007 年 3 月に実施予定。2007 年 8 月末のプロジェクト

終了までに各分野で数回の研修が実施予定である。以上から“DTC 指導員の「機械」「電気」及

び「建設」分野における技術短大教員向け研修実施能力が向上する”というプロジェクト目標は、

プロジェクト終了までに一定程度達成されると判断される。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクト実施の妥当性は、以下の点から高い。 
サウジアラビア政府は、サウダイゼーション政策のもとで技術短期大学を急速に増設した。技

術短大教官の質の不足を補うために現職教員を対象とした研修を行うことで、産業界の求める人

材が技術短期大学から輩出されることは、同国の開発政策に整合している。 
人材育成・サウダイゼーションの促進は、JICA 国別事業実施計画における重点分野の一つに位

置づけられている。 
技術短期大学教員には博士号、修士号取得者が多く、専門分野における理論的知識は明るい反

面、多くの教員が実務経験を欠き、産業の現場で実際に使用されている技術に通じていない。本

プロジェクトの訓練コースは産業の現場で実際に使用されている技術の訓練を主に行うものであ

るため、プロジェクトのアプローチは適切であると言える。 
 
（２）有効性 

DTC 指導員の技術レベルの向上、研修コース及び研修教材の開発等、プロジェクトは成果を挙

げているものの、協力期間内にプロジェクト目標を充分なレベルまで達成することは難しいと判

断される。 
調査時点では、短期専門家（教育手法）が技術短期大学教員 30 名にセミナーを開催し、電気分

野の研修が 4 月以降、機械分野の研修が 3 月以降開始予定であることから、プロジェクト目標は

一定程度達成されると考えられる。 



 

 

（３）効率性 

機械分野及び建設分野では、長期専門家の派遣時期に当初計画からの遅れが見られるものの、

ローカルリソースの活用、短期専門家派遣の代替措置がとられた。また、供与機材の投入時期に

も遅れが見られるが、電気分野では、現地で入手可能な資機材を活用して、技術指導が進められ

た。 
当初計画された日本側の投入（専門家及び機材）が行われたことから、プロジェクト活動は効

率的に行われるものと思われる。 
 
（４）インパクト 

DTC 指導員の技術レベルの向上、研修コース及び研修教材の開発等、プロジェクトは成果を挙

げており、電気分野の研修が 4 月以降、機械分野の研修が 3 月以降開始予定である。本調査時点

では、プロジェクト目標の達成度が部分的であるため、上位目標の達成見込み及びインパクトの

有無を評価することは時期尚早であるが、プロジェクトの当初期間および想定されている延長期

間を通じて、技術短大の教官のレベルが向上してくれば、将来的に上位目標達成への道筋が確保

されると判断される。 
  
（５）自立発展性 

本プロジェクトは以下の理由から自立発展性が見込まれるものの、技術短大教員を対象とする

研修実施体制を確立するとともに、強化する必要がある。 
ア．サウダイゼーション政策は、サウジアラビアの重点政策の一つであり、今後も継続される

見込みである。 
イ．GOTEVOT の組織的キャパシティは高く、予算的にも伸びているため、技術短期大学教員

に対する研修コースが一旦開始されれば、それを維持することは可能。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 過去に実施された「リアド電子技術学院」プロジェクトのカウンターパートで、日本の技術協

力に精通したサウジ側スタッフが本プロジェクトのカウンターパートを務めたことは、本プロジ

ェクト活動の進捗に貢献した。 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）活動の進捗 

2004 年の治安の一時的悪化による専門家リクルートの難航や長期専門家内定者の辞退などに

より機械分野及び建設分野では、長期専門家派遣の遅れが生じ、活動に遅れが見られる。長期専

門家の配置が困難な時期には、ローカルリソースの活用、短期専門家派遣により活動が進められ

た。機械分野では、メーカー現地代理店からの技術指導及び CAD 専門学校の活用、短期専門家

派遣等の措置をとった。また、建設分野では、短期専門家の派遣及び CAD 専門学校の活用等の

措置をとった。 
また、供与機材の調達に時間を要し、活動に影響を与えたが、電気分野では、現地で入手可能

な資機材を活用して、技術指導が進められた。 
 

（２）カウンターパート 

2004 年 9 月に署名された R/D では、カウンターパートは英語を解するものが配置されることと

なっていたが、実際には英語の不自由な者や学歴資格が不十分な者が配置されたため、当初予定

以上に専門家からカウンターパートへの技術移転は時間を要した。 
 

（３）センターの運営管理体制 

 運営管理委員会は、調査時点までに２回開催されたのみである。プロジェクトの進捗を適切に

管理するため、同委員会を定期的に開催し、センターの運営管理体制を強化する必要がある。 
 



 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは「サ」国の優先課題であり「サウダイゼーション」政策に寄与するものであ

り、プロジェクト実施の妥当性は極めて高い。本プロジェクトは、DTC 指導員の技術レベルの向

上、研修コース及び研修教材の開発等の成果を挙げ、技術短期大学教員を対象とした現職教員研

修が順次開始される予定である。しかしながら、長期専門家及び供与機材の投入の遅れ並びに一

部の DTC 指導員の英語力及び学歴資格不足から、当初計画以上にプロジェクト活動の進展に時間

を要したため、所期の協力期間内（2007 年 8 月末まで）にプロジェクト目標を充分なレベルにま

で達成することは困難であると考えられる。 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

調査結果をふまえ、日本側・サウジアラビア側の合意事項として、以下の提言を行った。 
（１） プロジェクトの目標「DTC 指導員の機械及び電気、建設分野における技術短大教員向け

研修実施能力が向上する」の達成を確かなものとするため、プロジェクト協力期間を電気

分野では 2008 年 12 月末まで、機械分野及び建設分野では 2009 年 3 月末まで延長する必

要がある。 
（２） プロジェクトは、日本側及びサウジアラビア側の協働活動によるため、相互のコミュニケ

ーションを活性化し、理解・認識を共有すべきである。 
（３） 一部カウンターパートの人数が不足する期間があったので、サウジアラビア側はカウンタ

ーパートを安定的に配置する。 
（４） サウジアラビア側は、コース開始に必要となる機材及び施設を整備する。 
（５） プロジェクトは、技術短期大学教員に対する訓練コースを可及的速やかに開始する。必要

に応じて外部資源の活用を検討する。 
（６） プロジェクトは、建設分野のカウンターパートの技術向上を促進する。サウジアラビア側

は、適切な外部ローカルリソースの紹介等の支援を行う。 
（７） プロジェクトは、運営管理委員会を定期的に開催する。また、機材管理委員会及び安全委

員会を立ち上げる。 

３－７ フォローアップ状況 

 プロジェクト目標達成のため、電気分野では 2008 年 12 月末まで、機械分野及び建設分野では

2009 年 3 月末までの延長が必要と判断された。 
 

 
 



 

 

第１章 終了時評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（１）派遣の経緯 

サウジアラビア王国（以下｢サ｣国）では、人口増加率が高い一方で、石油価格上昇による経済成長は

続かず、国内総生産の年平均成長率は 1980-90 年でマイナス 1.2％、1990-2000 年でマイナス 1.6％に落

ち込んでおり、1 人あたり国内総生産（GDP）は低下している。また、人口増加にともない全人口にお

ける若年層の占める割合が増加し、2000 年において 17 歳以下が人口全体に占める割合は約 6 割に達し

ており、若年層の失業問題が懸念されている。労働人口の多くが外国人によって占められていることか

ら、政府は外国人の就業禁止や削減計画を打ち出す、労働力のサウジ人化（「サウダイゼーション」）を

重要政策として推進している。 

同国の技術教育を担う技術教育・職業訓練庁（GOTEVOT）は、同政策に沿って市場ニーズにあった

技術者を育成すべく大幅なカリキュラムの改訂や教育システムの見直しを行い、特に技術短期大学にお

ける教育の拡大に力を入れている。また GOTEVOT は 2002 年に、技術教育・訓練のための人材育成の

目的で、短大現職教員に対する教育、訓練を役割とする技術教育開発・訓練センター（Development and 

Training Center: DTC）を設立した。しかし DTC は発足して間もない状態であり、運営体制、研修プログ

ラム、研修機材など、未だ整備の途上にある。｢サ｣国政府はこれらの状況を踏まえ、GOTEVOT を拠点

とした技術教育の分野での協力に 20 年以上にわたる実績を持つ我が国に対し、同センターの研修能力

向上のための協力を要請した。 

本プロジェクトは同要請に基づき、DTC の研修コース（15 分野）のうち、「機械」「電気」「建設」分

野における指導員の技術短大教員に対する研修実施能力向上を目的として、2004 年 9 月から 2007 年 9

月までの 3 年間で実施するものである。 

今年 8 月末にプロジェクトが終了することから、プロジェクトの進捗状況を確認し、これまでの成果

を把握するとともに、今後のプロジェクトの計画に関し、｢サ｣国側関係機関と協議するため、終了時評

価調査団を派遣することとした。 

 

（２）派遣の目的 

ア．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）に基づき、日本    

人専門家及びカウンターパートにインタビュー等を行い、｢サ｣国側関係機関とともに、プロ

ジェクトの実績及び実施プロセスをとりまとめる。 

イ．PDM 及び PO に基づき、評価 5 項目の観点から、プロジェクトの目標達成度を評価すると 

  ともに、プロジェクトの阻害要因を分析する。 

ウ．評価結果について｢サ｣国側関係機関を確認の上、プロジェクト終了までの期間及び協  

力期間終了後のプロジェクトの活動について提言を行う。 

エ．評価結果をもとに、類似案件の参考となる教訓を得る。 
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１－２ 調査団概要 

（１）調査団構成 

担当業務 氏名 所属 

総括 渡辺 元治 国際協力機構 人間開発部 技術教育チーム 

技術教育行政 池守 滋 文部科学省 初中等教育局参事官付 教科調査官 

協力企画 丸山 隆央 国際協力機構 人間開発部 技術教育チーム 

プロジェクト効果分析 監物 順之 中央開発株式会社 海外事業部  

 

（２）調査日程  

日程 活動内容 
2 月 23 日 金 成田発（監物団員）、リヤド着（23：20） 
2 月 24 日 土 JICA 事務所打ち合わせ 

DTC 所長表敬 
専門家・C/P へのインタビュー調査（機械） 

2 月 25 日 日 専門家・C/P へのインタビュー調査（電気・建設） 
DTC 所長へのインタビュー調査 

2 月 26 日 月 専門家・C/P とのワークショップ 
専門家へのインタビュー調査 

2 月 27 日 火 施設視察・機材調査 
専門家へのインタビュー調査 

2 月 28 日 水 リヤド技術短大見学（機械・電気・建設）、学長インタビュー 
専門家インタビュー 

3 月 1 日 木 資料整理 
3 月 2 日 金 資料整理 

成田発（渡辺団長、池守団員、丸山団員）、リヤド着（23：20） 
3 月 3 日 土 JICA サウジアラビア事務所打ち合わせ 

GOTEVOT 表敬 
専門家との打合せ 
施設視察・機材調査 

3 月 4 日 日 専門家・C/P へのインタビュー調査 
DTC 所長との協議 

3 月 5 日 月 合同調整委員会 
3 月 6 日 火 DTC 所長との協議 

専門家との打合せ 
3 月 7 日 水 ミニッツ署名 

New Horizons（建設 CAD スクール）訪問 
在サウジアラビア日本大使館報告 
JICA サウジアラビア事務所報告 
リヤド発 

3 月 8 日 木 成田着 
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１－３ 主要面談者 

（１）サウジアラビア側関係者 

所属機関 氏名 役職 

Dr. Hamad O. Alogla Vice Governor for Education and 

Training 

GOTEVOT 

Dr. Saleh A. S. Al-Amr Vice Governor for Development 

Dr. Ibrahim Al Shafi General Director 

Mr. Yasser Al-Humaid Director, Department of Specialized 

Training 

Mr. Khalid A. Al-Rumaizan Mechanical Instructor 

Mr. Khalid Al-Harabi Mechanical Instructor 

Mr. Saud D. Al-Dokhali Mechanical Instructor 

Mr. Khaled mohammad 

Al-Kharash 

Mechanical Instructor 

Mr. Ahmed Al-Fouzan Construction Instructor 

GOTEVOT,  

Development and Training 

Center(DTC) 

Mr. Ahmed Al-Mubarak Construction Instructor 

Dr. Ahmed M. Al-Eisa College Dean 

Dr. Abdelrahman M. Al-Odhaibi Assistant Professor and Head of 

Mechanical Engineering Department 

Riyadh College of 

Technology 

Dr. Mohammed T. Mallah Assistant Professor and Head of Civil & 

Architectual Technology Department 

New Horizons Computer 

Learning Centers 

Mr. Mustafa Ahmed Khalil 

 

Sales Manager 

 

（２）日本側関係者 

高橋 和久 プロジェクトマネジメント/業務調整 

土屋 堯 電気技術 

石井 嘉隆 建設技術 

日本人専門家 

 

 

澤田 幸次 機械技術 

岡 浩 公使 在サウジアラビア日本大使館  

尾藤 文人 二等書記官 

中内 清文 所長 

楠 洋介 所員 

JICA サウジアラビア事務所 

Wael G. Moh'd Abdullah プログラムマネージャー 
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１－４ プロジェクトの概要 

１－４－１  プロジェクトの背景1 

（１）経済事情 

｢サ｣国の 2004 年の 1 人あたりの国民総所得（GNI）は 10,140 ドルである。近年の実質 GDP 成長率は

石油価格の高騰により、2003 年 7.7%、2004 年 5.2%と高い伸びを示している。ただし、1973 年及び 1980

年にも石油価格の上昇によって経済成長を記録したものの、いずれも長続きはせず、石油価格の安定し

た 1980 年代は平均マイナス 1.2%、1990 年代は平均 1.6%の経済成長率であった。人口増加率は石油価

格高騰期を除けば経済成長率を上回っており、1 人あたり GDP は 1975 年から 2002 年まで、年平均マイ

ナス 2.5%と低下し続けている。 

サウジアラビア経済は、現在も石油関連の鉱業及び石油精製業が国内総生産の過半を占める（2003 年

現在で、GDP 全体の約 30%）。石油関連産業に次いで重要なのは、商業、運輸・倉庫、通信、不動産、

金融等の民間サービス業で、国内総生産の 26%を占める。 

 

（２）社会事情 

ア．高い人口増加率と若年者比率及び外国人比率 

｢サ｣国の 1975 年から 2000 年の年平均人口増加率は 4.4％であり、途上国平均（1.9%）及びアラブ諸

国平均（2.7％）に比較して高い。人口増加の要因は、高い出産率に加えて、乳幼児（5 歳未満）死亡率

の急激な改善（1000 人あたり 1970 年 185 人、2001 年 28 人）による。人口に占める若年層の割合は高

く、2000 年の 15 歳以下の全人口に占める割合は 45%に達した。 

また、1970 年以降石油ブームにともなう急激な経済成長に伴う労働力不足により、建設業、商業を中

心にアジア、ヨーロッパ、非産油アラブ諸国（エジプト、イエメン、パレスチナ等）から大量の労働者

が流入し、2004 年の｢サ｣国総人口 22,673,538 人中、外国人は 6,144,236 人と 30%近くを占めている。 

 
人口増加率 

(年平均、単位％) 
年/地域 サウジアラビア アラブ諸国 発展途上国 OECD 諸国 全世界 
1975-2001 4.4 2.7 1,9 0.8 1.6
2001-2015 2.6 2.1 1.4 0.5 1.1

 

 イ．雇用問題 

｢サ｣国には失業率の統計は存在しない。労働省は、2004 年 12 月から翌年 1 月にかけて労働省が実施

した求職者登録キャンペーンに登録した 155,579 人の男性労働者の数を、公式の失業者数として発表し

た。これは全｢サ｣国人男性労働者の 4.9%に相当する。このうち 68%が 16～25 歳の年代であり、学士以

上の学歴をもつ高学歴者が 14%となっている。 

 

（３）サウダイゼーション政策  

｢サ｣国人の失業問題に対処するため、｢サ｣国政府は第 7 次国家開発計画（2000~2005）のなかでサウ

ダイゼーション（労働市場における外国人労働者の｢サ｣国人への置き換え）を労働問題における第一の

                                            
1 本項は、JICA『サウジアラビア国サウダイゼーション支援プロジェクト形成調査報告書』（2005 年）をもと

に作成。 
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課題とし、第 8 次国家開発計画(2005～2010)でも基本戦略の第一にサウダイゼーションをかかげ、「訓練

と再訓練によってサウジアラビア人雇用の効率性と生産性を向上させつつ、様々な部門でサウジアラビ

ア人の雇用の割合を増加させ、サウジアラビア人労働者を外国人労働者に置き換えさせることを継続す

る」としている。 

2003 年 2 月、内務大臣を議長として、閣僚級の委員がサウダイゼーション政策を審議した人材審議会
2（Manpower Council））は、｢サ｣国における外国人の比率を 2013 年までに全人口の 20%に削減すること

を決定し、同年 7 月、労働社会問題大臣3は 2013 年までに外国人労働者を半減させる計画であると発表

し、また 2004 年 10 月、労働大臣は外国人労働者を毎年少なくとも 10 万人ずつ減少させる事を発表し

た。 

 

（４）サウジアラビアの職業訓練 

ア．技術教育・職業訓練庁（GOTEVOT） 

技術教育・職業訓練庁（GOTEVOT）は、1980 年に技術教育・職業訓練の計画・監督を一元的に所掌

する機関として創設され、技術高校、技術短期大学、職業訓練センターを管轄している。理事会の議長

は労働大臣が兼務するものの、労働省傘下の下部組織というより、政府予算を直接割り当てられる独立

性の高い機関といえる。 

サウダイゼーションを推進する上での大きな障害は、サウジアラビア人失業者の多くが就業経験のな

い若者であり、外国人労働者が持つ技術を有していないことである。また、サウジアラビア人失業者は、

就業しても、定着率が低い。第 8 次国家開発計画では、基本戦略の第 5 として「教育と訓練制度をあら

ゆる面で発展させ、変化する社会のニーズ・労働市場・開発プロセスの要求に適合させ、教育と訓練を

向上させる」とし、若者に企業が求める技能と倫理を身につけさせる教育・訓練施設の拡充をうたって

いる。 

国家開発計画における 優先課題ともいうべきサウダイゼーションに必要な技術教育・職業訓練を所

管する GOTEVOT の予算は 2003 年度 150.9 億リヤル（約 4,809 億円）、2004 年度 154.2 億リヤル（約 4,914

億円）、2005 年度 200.5 億リヤル（約 6,389 億円）が配分されている。 

 

 イ．技術短期大学 

GOTEVOT は、外国人の割合の高い企業の中間管理職、中小企業経営者をサウジアラビア人に置き換

えるためには、より高度な教育が必要として技術短期大学の拡充を推進している。技術短大の数は、下

表のとおり 2001 年以降急激に増加し、現在 34 校に達している。今後は当面の間、教員養成短大等、特

殊なものを除いて増設計画はない。 

 

表１ 技術短期大学の施設数 
年 1983 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
技術短大数 3 12 16 20 24 30 34
増加数 3 - 4 4 6 6 4

 

                                            
2 2004 年 5 月主管が内務省から労働省に移り、6 月に労働省計画開発局に改編された。 
3 労働・社会問題省は、2004 年に労働省と社会問題省に分割された。 
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GOTEVOTが学科毎に全国共通の標準カリキュラム及び教科書を作成している。近年、GOTEVOTは、

英国コンサルタントの協力を得て、産業界のニーズ調査を実施し、国家職業技能基準（National 

Occupational Skills Standards: NOSS）を制定した。GOTEVOT は、同基準に基づいて、全国の技術短大教

員の意見を聴取しつつ、カリキュラム及び教科書（案）をとりまとめた。 

 

 ウ．リヤド技術短期大学 

リヤド技術短期大学には、現在 600 名程の教員が在職しているが、約 300 名が博士号、約 200 名が修

士号、約 100 名が学士号を有している4。 

教員は人数面では十分であるものの、質については次の 2 つの問題がある。第一の問題は、教員全体

の約 10%程度が高卒資格しか有していないため、正式な教員として認められず、実習助手でしかないこ

とである。GOTEVOT の支援で、非正規教員に学士号をとらせるため、国内外の大学に派遣する活動が

始められている。 

第二の問題は、高学歴の教員は教科書的知識を十分に有しているものの、実務経験にかける点である。 

 

 エ．技術教育開発訓練センター 

DTC は、GOTEVOT の一部門であり、「開発」と「訓練」を所掌する。「開発」は GOTEVOT におけ

る教育・訓練の電子化及びデータベース化、「訓練」は GOTEVOT 傘下の各種教育・訓練機関（技術短

大、職業高校、職業訓練センター）の教員のレベルアップのための各種研修コースを企画・実施するこ

とである。DTC は以下の各部課から構成されている（図 参照）。 

 

① 専門訓練部（specialized training department） 

GOTEVOT 傘下の各種教育・訓練施設の教員に対し、専門技術に関する訓練を提供する。当部が行う

研修の主な専門分野は以下のとおり。 

 

「電気・電子技術、化学技術、コンピュータ技術、無線・有線通信技術、エンジン・自動車技術、

印刷技術、機械技術、建設・建築技術、木工、板金、溶接、理容、縫製」 

 

② 一般訓練・職業指導部（the department of general training and vocational guidance） 

GOTEVOT 傘下の各種施設の教員に対し、職業指導、実習室管理、教育手法、英語教育、安全管理等、

特定の専門技術に限定されない一般教育を行う。 

 

③ 訓練計画・管理部（the department of planning and observing the training programs） 

GOTEVOT 傘下の各種施設の教員の訓練ニーズを把握し、DTC 各部の計画を監督するとともに、訓練

結果をとりまとめる。 

 

④ 受講生部（the department of the trainees’ affairs） 

訓練コースの広報、参加者の募集を行う。 

                                            
4 リヤド技術短期大学は、首都にある技術短大であるため、他の技術短大に比べて、高学歴の教員が多い。 
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⑤ 留学部（the department of delegating and expediting (exchanging students)） 

GOTEVOT 傘下の各種施設における教員の能力強化のため、教員の国内外の大学留学、工場等の視察

を行う。 

 

⑥ 学習設備・訓練技術部（the headquarter of learning resources and training techniques） 

図書及び機材等、学習設備を整備し、GOTEVOT 傘下の教育・訓練機関の教員に対して、学習設備に

関する助言を行う。 

 

 ⑦ 総務・経理部（administrative, financial and technical affairs） 

総務、人事、経理業務を行う。 
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Department level Training section

Printing press technology

Wire and radio technology
Chemical technology
Computers technology
Sewing (tailoring)
Hard (metallic) tinplates
Sanitary installations
Hairdressing
Welding
General carpentry
Electronic technology

Electrical technologyDeputy Governor for
Development, GOTEVOT
Dr. Saleh A. Al-Amr

Delegating & Expediting Department

Learning Resources & Training
Techniques Department

Head: Mr. Mohammad A. Al-Sadhan

Construction and
architecture technology

Public Relation Office
Head: Mr. Abdullaaziz Al-

Mubarak Administrative, Financial &
Technical Affairs Department
Head: Mr. Adel Essa Al-Oumi

Acountant: Mr. Mohammad A. Al-
Muheimid

Equipment control/ Store keeper: Mr.
Abdullah A. Aboheimd

Mechanical technology
(production tech., air
conditioning tech.)

General Director Office
General Director of
Development & Training
Centre：
Director general: Dr. Ibrahim M.
Al-Shafi
Vice director: vacant
Sectretary: Mr. Saud A. Al-Orini

General Training & Vocational
Guidance Department

Head: Mr. Rammy

ORGANIZATION
CHART OF THE

DEVELOPMENT AND
TRAINING CENTRE
as of December 2006

Specialized Training Department
Head: Mr. Yasser Al-Humaid *1

Engines and vehicles
technology

Trainee’s Affairs Department
Head: Mr. Fahad A. Al-Jebreen

Planning & Observing the Training
Programs Department

Head: Dr. Ali

 
 

図１ 技術教育開発訓練センター組織図 
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１－４－２  プロジェクトの戦略 

（１）プロジェクトの基本設計 

本プロジェクトの基本設計は以下のとおり。 

 

ア．協力期間     ： 2004 年 9 月 1 日から 2007 年 8 月 31 日まで 

イ．プロジェクトサイト： リヤド市 技術教育開発訓練センター 

ウ．上位目標 

「機械」及び「電気」、「建設」分野で産業界の要望にかなうレベルの技術短期大学の卒業

生が輩出される。 

 エ．プロジェクト目標 

DTC 指導員の「機械」及び「電気」、「建設」分野における技術短期大学教員向け研修実施

能力が向上する。 

 オ．成果 

① 対象 3 分野における技術短期大学教員等の技術レベル及び産業界の人材ニーズが確認

される。 

② 対象 3 分野における技術短期大学教員を対象とした訓練プログラムが開発される。 

③ 技術短期大学教員を対象とした訓練システム（評価含む）が構築される。 

④ 訓練プログラムの運営体制が確立される。 

 

（２）協力科目 

2004 年 9 月の R/D 署名時に、「機械」及び「電気」、「建設」の各分野で、協力科目として各５科

目が合意された。 

 

① 機械技術： 成形加工、CAD、CNC、材料試験、溶接 

② 電気技術：  PLC ワークショップ、パワーエレクトロニクス、ドライブコントロール、

自動制御、ファクトリーオートメーション 

③ 建設技術： 模型、測量、建築技術、3D-CAD、製図 
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第２章 評価調査の方法 

２－１ 評価調査の方法 

 本プロジェクトの評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン－プロジェクト評価の実践的手法』

（2004年・独立行政法人国際協力機構・企画調整部評価管理室編）に基づき、プロジェクトの実績及

び実施プロセスをとりまとめ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、評価を行った。 

評価５項目の内容は以下のとおり。 

 妥当性： プロジェクト目標や上位目標が相手国政府の開発政策、受益者のニーズ、我が国の援助

方針に合致しているかどうかを判断する。また、上位目標、プロジェクト目標、成果（ア

ウトプット）及び投入の相互関連性に整合性があるかを判断する。 

 有効性： 成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み、

そして成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかどうかを判断する。 

効率性： 投入の時期、質、量等により、成果にどのような影響を与えたか、投入は成果の達成の

ために貢献しているか、投入に過不足はなかったかを判断する。 

 インパクト： プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみ

るものであり、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラ

スあるいはマイナスの波及効果を評価する。 

 自立発展性： 組織制度面、財政面及び技術面から、協力終了後も当該国によってプロジェクトの

成果が継続して維持、発展する見込みがあるかどうかを判断する。 

 

評価調査は、日本側評価団員とサウジアラビア側評価団員によって実施された。調査の作業概要は

以下のとおりである。 

 

（１）国内準備期間 

① PDMに基づく調査用評価グリッド表（実績・実施のプロセス、評価５項目）の作成（調査団

員、現地専門家、関係者との会議） 

② プロジェクト報告書と関係資料のレビュー5（調査団員） 

③ 質問表及びインタビュー表の作成 

 

（２）現地調査期間 

① 相手国関係者への評価調査の目的、方法、作業内容の説明（PDM、評価グリッドの内容の確

認）（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

② 質問紙調査（調査団員） 

③ インタビュー調査（調査団員） 

④ 調査結果に関する協議（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 
                                            
5 第一次事前評価調査団報告資料（2003.9.17）、第二次事前評価調査団報告資料 (2004.03.03)、事業事

前評価表(2004.7.20)、運営指導調査団帰国報告資料（2006.09.20）、専門家報告書、プロジェクト定期報

告書、プロジェクト作成各種資料等。 
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⑤ プロジェクト終了までの期間における活動に関する協議（調査団員、現地専門家、関係者と

の会議） 

 

２－２ 主な調査項目とデータ収集方法 

調査項目は、2004年9月に合意されたPDMのプロジェクト目標、成果に対応する各指標が主に選定

された。 

主な調査方法は、文献調査、質問紙調査、インタビュー調査、現場視察6、ワークショップ、協議

である。これら、調査項目、必要情報、情報収集方法、協議項目について、次頁の「調査用・評価グ

リッド」を参照のこと。 

 

                                            
6 プロジェクトサイト（教室、実習室）等を視察し、設置機材の使用状況等を調査した。 
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「調査用・評価グリッド」 
 
調査ステップ１ 実績・実施プロセスの確認 
 
１．投入の実績 

評価項目設問 必要な情報データ 情報源・調査方法 
(1) 投入は予定とおりか（計画値との比較） 1) 日本側の投入実績 

（専門家の派遣、供与機材、研修受入、在外
事業強化費（旧：現地活動費） 
 
2) サウジアラビア側の投入実績 
（C/P の配置、建物・施設、運営予算、機材）

プロジェクト報告書（プロジェクト進捗報告書、専門
家報告書）レビュー、カウンターパートリスト、機材
リスト、専門家リスト、C/P へのインタビュー 

 
２．成果の達成度（目標値との比較） 

評価設問（成果の達成度） 必要な情報・データ（判断基準・指標） 情報源（指標の入手手段） 
3) 短大新カリキュラムに基づき必要な技術

及びそのレベルが明らかになる（指標
1-1）。 

プロジェクト報告書、専門家及び C/P へのアンケート、
インタビュー 

4) 教官研修に必要な技術科目及びそのレベ
ルが明らかになる（指標 1-2）。 

プロジェクト報告書、専門家及び C/P へのアンケート、
インタビュー、GOTEVOT の指導員評価モニタリング
報告書 

(2) 対象分野についてサウジアラビアにおけ
る短大教員等の技術レベル、および産業
ニーズが確認される。（成果 1） 

5) 関連産業で求められる必要な技術科目及
びそのレベルがモニターされる（指標
1-3）。 

プロジェクト報告書、専門家及び C/P へのインタビュ
ー、GOTEVOT の DACUM/NOSS モニタリング報告書 

6) 作成された訓練学習プログラムの数（指標
2-1） 

研修コースリスト、プロジェクト報告書、専門家及び
C/P へのアンケート、インタビュー 

(3) 対象 3 分野における短大教員の訓練学習
プログラムが開発される。（成果 2） 

 7) 作成された各種教材の数（指標 2-2） 教材、プロジェクト報告書、専門家及び C/P へのアン
ケート、インタビュー 

8) DTC 指導員のニーズ分析報告書（指標 3-1） プロジェクト報告書、専門家及び C/P へのアンケート、
インタビュー 

9) DTC 指導員に提供された技術支援（指標
3-2） 

プロジェクト報告書（技術移転モニタリングシート）、
専門家及び C/P へのアンケート、インタビュー 

10) 短大教官に対して実施された研修コー
ス・セミナーの数（指標 3-3） 

DTC 資料、研修受講者リスト、プロジェクト報告書 

(4) 研修システム（評価含む）が構築される。
（成果 3） 

11) 研修コース評価結果（指標 3-4） DTC 資料、研修受講者アンケート、プロジェクト報告
書、研修受講者（技術短期大学教員）へのインタビュ
ー、専門家及び C/P へのアンケート・インタビュー 

-
1
2
-



 

 

 
12) 運営指導会議開催回数（指標 4-1） DTC 資料、運営指導会議議事録、専門家及び C/P への

インタビュー 
13) 機材管理委員会開催回数（指標 4-2） DTC 資料、委員会議事録、プロジェクト報告書、スペ

アパーツの在庫管理台帳、スペアパーツ入手先・メン
テナンス依頼先代理店リスト 

14) 研修機材の状態（指標4-3） プロジェクト報告書、直接観察・写真、専門家及び
C/P へのインタビュー、保守管理記録 

15) 安全委員会開催回数（指標4-4） DTC 資料、委員会議事録、プロジェクト報告書、専門
家・C/P へのインタビュー 

(5) 3 分野における研修運営体制が確立する。
（成果 4．） 

16) 事故予防策実施件数（指標4-5） DTC 資料、プロジェクト報告書、専門家及び C/P への
インタビュー 

 
３．プロジェクト目標の達成度（目標値との比較） 

評価設問 必要な情報・データ（指標・判断基準） 情報源（指標の入手手段） 
17) 研修コース評価結果（指標1） 研修コース評価アンケート結果、プロジェクト報告

書、専門家・C/P へのインタビュー 
18) プロジェクトにより作成された研修コー

スの数（指標2） 
DTC 資料、研修コースリスト、プロジェクト報告書 

19) プロジェクトの研修コースを受講した短
大教員の数（指標3） 

DTC 資料、研修参加者リスト、プロジェクト報告書 

(6) DTC 指導員の「機械」「電気」及び「建
設」分野における技術短大教員向け研修
実施能力は向上されるか。 

 

20) プロジェクトで実施した研修コースの数
（指標4） 

DTC 資料、研修コースリスト、プロジェクト報告書 

 

-
1
3
-



 

 

４．実施のプロセス 
評価設問 必要な情報・データ 情報源（データ入手方法） 

(7) 活動実施・進捗状況の遅れや相違の原因
（当初計画との比較） 

 

21) PDM、PO に記載された活動の実施・進捗
状況 

22) 順調な進捗に対する阻害・貢献要因 

プロジェクト報告書、専門家 C/P へのインタビュー、
プロジェクト活動の実績表 

(8) プロジェクト運営管理体制 23) プロジェクト実施体制図 プロジェクト報告書、C/P・専門家へのインタビュー 
(9) モニタリングの仕組み 24) モニタリングの実施・報告状況、プロジェ

クト合同委員会（JCC）の実施状況、関係
機関への報告状況、モニタリング結果の活
用状況 

プロジェクト報告書、JICA サウジアラビア事務所、専
門家・C/P へのインタビュー 

(10) プロジェクト内のコミュニケーションの
仕組み：専門家と C/P との関係（十分な
コミュニケーションがあるか等） 

25) 定例会議の状況、日常のコミュニケーショ
ン、問題認識の共有、共同作業による課題
設定の状況 

定例会議議事録、専門家・C/P へのインタビュー 

(11) 外部条件の変化 
 

26) プロジェクトの円滑な実施を阻害あるい
は促進するような外部状況の変化。（変化
があった場合の対応） 

27) プロジェクト開始時にはあまり意識され
なかったが、開始後プロジェクトの円滑な
実施に大きな悪影響を与えた事項。予期以
上に好影響を与えた事項。 

プロジェクト報告書、JICA サウジアラビア事務所、専
門家・C/P へのインタビュー 

 

-
1
4
-



 

 

調査ステップ２ ５項目別評価（上記調査結果を精査し、項目別に分析・評価する） 
 
１．妥当性 

評価設問 必要な情報・データ 情報源・データ収集方法 
(1) プロジェクト目標、上位目標はサウジア

ラビア国の開発政策に整合するか 
1) サウジアラビア政府の開発政策との整合

性 
サウジアラビア政府の開発政策 
 

(2) プロジェクトのアプローチ、手法はサウ
ジアラビア国対象分野の開発課題に対す
る効果をあげる戦略として適切であった
か 

2) 現職教員研修機関支援というアプローチ
の妥当性 

成果実績と目標達成見込みの分析、専門家・C/P への
アンケート及びインタビュー 

(3) 国別援助計画・JICA 国別事業実施計画に
整合するか。 

3) 国別援助計画・JICA 国別事業実施計画と
の整合性 

国別援助計画、JICA 国別事業実施計画 

 
 
２．有効性（予測） 

評価設問 必要な情報 情報源・データ収集方法 
4) 成果の総合的な達成度合い 成果達成実績の分析、専門家・C/P へのインタビュー (4) DTC 指導員の「機械」「電気」及び「建

設」分野における技術短大教員向け研修
実施能力は向上されたか。 

 

5) プロジェクト目標の達成見込み 
 

成果達成実績とプロジェクト目標達成度の分析 
（プロジェクト目標達成の貢献要因、阻害要因、外部
条件の変化等についても述べる。） 

 
 
３．効率性 

評価設問 必要な情報 情報源・データ収集方法 
6) 投入活用の適正度 実施プロセス、投入実績、有効性を分析。専門家・C/P

へのアンケート・インタビュー 
7) 投入の量・質・時期の適正度 実施プロセス・有効性の分析 

(5) 投入された資源（機材、人材、経費）は
適切に活用され、必要な成果が得られた
か。 

8) 活動実施時期と実施プロセスの適正度 実施プロセス・有効性の分析 
 

-
1
5
-



 

 

４．インパクト(予測) 
評価設問 必要な情報 情報源・データ収集方法 

(6) 「機械」「電気」「建設」の分野において産
業界の要望にかなうレベルの技術短大の
卒業生が輩出される見込みはあるか。 

9) 上位目標達成見込み 
 
 

有効性、実績の分析（研修実施による、技術短期大学の
教員への影響を中心に分析を行う。）外部条件について
も述べる。 

 
 
５．自立発展性（見込み） 

評価設問 必要な情報 情報源・データ収集方法 
(7) 相手国政府の政策の継続見込み。 10) サウダイゼーション政策の継続見込み 妥当性分析結果、専門家・C/P インタビュー 
(8) DTC の組織運営管理能力・財政は十分

か。 
11) DTC の組織運営管理能力・財政 
12) DTC のプロジェクトのオーナーシップ 

プロジェクトの運営管理体制分析、専門家・C/P へのイ
ンタビュー 

13) 指導員の技術の定着度 プロジェクトの実績及び実施プロセス、有効性の分析、
専門家・C/P へのアンケート及びインタビュー 

(9) 指導員が習得した技術は定着している
か。 

14) 機材の維持管理体制 プロジェクトの実績及び実施プロセス、有効性の分析、
専門家・C/P アンケート及びインタビュー 

-
1
6
-



 

 

第３章 プロジェクトの実績 

３－１  投入の実績 

日本側及びサウジアラビア側より、本プロジェクトには以下の投入が行われた。（詳細は別添資

料１参照） 

 

３－１－１ 日本側の投入 

（１）専門家 

 プロジェクトは、機械、電気、建設分野で長期専門家を各１名配置し、年間３名程度の短期専

門家を派遣する計画であった。 

 日本人専門家の派遣実績は、以下のとおり。機械分野及び建設分野で長期専門家の配置が困難

な時期には、短期専門家を代わりに派遣し、活動が進められた。 

 

氏名 指導科目 派遣期間（自） 派遣期間（至） 

藤縄 秀一7 機械技術 2003 年 2 月 2006 年 2 月 

土屋 尭8 電気技術 2004 年 2 月 2007 年 8 月 

高橋 和久 業務調整員 2005 年 1 月 2007 年 8 月 

滝本 勝 建設技術 2005 年 2 月 2005 年 3 月 

  同 建設技術 2005 年 4 月 2005 年 5 月 

小林 基弘 教育手法 2005 年 11 月 2005 年 12 月 

恩田 一光 建設技術 (CAD) 2005 年 12 月 2005 年 12 月 

金子 哲也 建設技術 2006 年 2 月 2006 年 3 月 

石井 嘉隆 建設技術 2005 年 8 月 2005 年 8 月 

 同 建設技術 2006 年 4 月 2007 年 8 月 

井上 正也 自動制御技術 2006 年 2 月 2006 年 3 月 

岡田 渉 機械技術 2006 年 8 月 2006 年 10 月 

澤田幸次 機械技術 2007 年 2 月 2007 年 8 月 

 

（２）機材供与  

コンピュータ支援設計／製造（Computer Aided Design/Manufacturing:CAD/CAM）3 次元加工機、

レーザー加工機、自動生産システム、パワーエレクトロニクス実習機、各種ソフトウェア等、計

130 点、総額約 1 億円の機材が供与された。機材の詳細については、付属資料１ミニッツを参照の

こと。 

 

 

                                            
7 藤縄専門家は個別専門家として当初派遣され、2004 年 9 月のプロジェクト開始とともに、プロジェク

ト専門家に身分が切り替えられた。 
8 土屋専門家についても同上。 
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（３）カウンターパート（Ｃ/Ｐ）研修 

プロジェクトは、機械、電気、建設の各分野で、カウンターパート研修が計画された。 

年度毎の参加人数及びコースは以下のとおり。各分野の研修内容に応じて、マレーシア、イン

ドネシア、ドバイ等の第三国における機関を研修先とした。 

 

年度 分野 参加人数 研修期間 研修地 

2005 機械技術  4 名 1 ヶ月 日本 

電気技術 4 名 1 ヶ月 マレーシア 

電気技術 4 名 3 週間 日本 

センター運営管理 2 名 3 週間 日本 

電気技術 4 名 1 ヶ月 インドネシア

2006 

建設技術 2 名 2 週間 ドバイ 

 

 （４）在外事業強化費 

 日本側より、プロジェクト活動に必要な経費（小額機材購入費、資機材購入費、外部講師傭上

費等）が以下のとおり、支出された。 
 

会計年度 金額 

2004 年度 43,000 

2005 年度 131,000 

2006 年度 241,000 

2007 年度（見込み） 8,000 

計 423,000 

          （単位 サウジリアル、１リアル約 32 円） 

 

３－１－２  サウジアラビア側の投入 

（１）人員配置 

サウジアラビア側の人員配置の実績は以下のとおり。電気分野で指導員が 1 名交代、建設分野

の指導員は 2005 年 9 月に配置された。 

 

氏名 職位 任期（自） 任期（至） 

Ibraheem Al Shafi General Director  2004 年 9 月   

Yasser Al-Humaid  Project Manager 2004 年 9 月   

Khalid. A Al-Rumaizan Mechanical Instructor  2004 年 9 月   

Khalid Al-Harabi Mechanical Instructor  2004 年 9 月   

Saud D. Al-Dokhail Mechanical Instructor  2004 年 9 月   

Khaled Mohammad Al-Khrashi Mechanical Instructor  2004 年 9 月   

Abdulla Al-Humood Electric Instructor  2004 年 9 月 2005 年 5 月
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Ahmed R. H. Al-Zaharani Electric Instructor  2004 年 9 月   

Saud A.Al-Oraini Electric Instructor  2004 年 9 月   

Abdulrahman A. Al-Ghamdi Electric Instructor  2004 年 9 月   

Saleh Al-Dahriy Electric Instructor  2005 年 9 月   

Ahmed Al-Fouzan Construction Instructor  2005 年 9 月   

Ahmed Al-Mubarak Construction Instructor  2005 年 9 月   

Saleh Alzahrani Construction Instructor  2004 年 9 月   

 

（２）施設設備 

DTC 本部及びワークショップ（日本人専門家執務室を含む）が整備されるとともに、日本人専

門家用車両、プロジェクトオフィス事務機器が調達された。現職教員研修用のコンピュータは今

後調達予定。 

 

（３）運営経費・機材調達 

サウジアラビア側より、プロジェクト実施にかかる運営経費及び機材経費として、計 1,463,000

サウジリヤル（約 46,816 千円）が負担された。サウジアラビア側より、CNC 加工機 3 台、CAD ソ

フトウェア等が調達された。今後、CAD/CAM 用コンピュータが調達される予定。 
 

会計年度(1～12 月)  2004 2005 2006 2007 合計 

機材調達 90,000 86,000 80,000 500,000 756,000 

施設改修 340,000 167,000 0 0 507,000 

専門家用車両 200,000 0 0 0 200,000 
計 630,000 253,000 80,000 500,000 1,463,000 

（単位 サウジリアル、1 リアル約 32 円） 

３－２ 成果の達成状況 

（１）成果１： 対象 3 分野における技術短期大学教員等の技術レベルおよび産業界の人材ニー

ズが確認される。 

成果１は、以下の理由から達成されたと判断される。 

① 技術短大新カリキュラムから、技術短大の技術及びそのレベルを分析した。 

② プロジェクト発足後、技術短大新カリキュラムから、技術短大教員のニーズを分析した結

果以下のように修正された。 

 

・ 機械技術： 「CAD、CNC、成形加工」 

 溶接及び材料試験は、技術短期大学教員がカリキュラムで想定されるだけの

十分な技術を既に備えていることから、協力科目から外された。また、成型加

工は、鋳造及びプレスは技術短大教員が十分な技術を既に備えていることから、

レーザー加工に限定することとされた。 

・ 電気技術： 「PLC、パワーエレクトロニクス、ドライブテクノロジー、自動制御、ファ

クトリーオートメーション」 
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         当初からの変更は無い。 

・ 建設技術：  「3D-CAD、プロジェクトマネジメント、建築技術」 

 模型、測量、製図は、技術短期大学教員がカリキュラムで想定されるだけの

十分な技術を既に備えていることから、協力科目から外された。それらに代わ

り、建築現場の施工管理ソフトウェアである、プロジェクトマネジメントが加

えられた。 

 

③ GOTEVOT は、産業界の人材ニーズを分析し、全国職業技術基準（NOSS ）を策定すると

ともに、随時更新している。技術短大カリキュラムは、同基準に基づいて作成されている。 

 

（２） 成果 2： 対象 3 分野における技術短期大学教員を対象とした訓練プログラムが開発され

る。  

成果２は、以下の理由から協力期間内に一定程度達成されると判断される。 

① 以下の訓練コースが開発された。 

・ 機械技術 

2D-CAD、3D-CAD、CNC 基礎、CNC 応用、レーザー加工紹介、レーザー加工 

・ 電気技術 

PLC（LOGO、STEP7）、ファクトリーオートメーション、パワーエレクトロニクス、ド

ライブテクノロジー、自動制御 

・ 建設技術 

3D-CAD 基礎、3D-CAD 応用、プロジェクトマネジメント基礎、プロジェクトマネジメン

ト応用、建築技術紹介 

 

② 上記訓練コースにそって、訓練教材は以下のとおり作成されている。 

・ 機械技術 

2D-CAD、CNC 基礎 

・ 電気技術 

PLC（LOGO、STEP）、ファクトリーオートメーション 

・ 建設技術 

3D-CAD 基礎 

 

（３）成果３： 技術短大教員を対象とした訓練システム（評価含む）が構築される。 

成果３は、以下の理由から協力期間内に一定程度達成されると判断される。 

① カウンターパートの技術移転評価シートフォームが作成され、GOTEVOT に定期的に提出

されている。 

② 専門家により以下のとおりカウンターパートに技術移転が行われている。 

ア．機械技術 

・ CAD、CNC 及び溶接に関する技術指導がなされた。 

・ CAD 教室における CAD 技術セミナーに参加した。 
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・ メーカー（アマダ）によりレーザー加工技術の技術移転がなされた。 

・ 短期専門家によりレーザー加工技術の技術移転がなされた。 

イ．電気技術 

・ PLC 及びファクトリーオートメーションに関する技術指導が実施された。 

・ 短期専門家によりフィードバック制御に関する技術指導がなされた。 

・ ファクトリーオートメーションに関する技術指導を行うとともに、インドネシアの

FESTO 社認定校で技術指導が行われた。 

ウ．建設技術 

・ 短期専門家により、CAD に関する技術指導が行われた。 

・ CAD 専門学校で技術指導が行われた。 

・ アラブ首長国連邦（United Arab Emorates:USE）にてプロジェクト・マネジメントの基

礎を修得した。 

エ．教育手法 

・ 短期専門家による教育手法指導が実施された。 

③ 調査時点では、短期専門家（教育手法）が技術短期大学教員 30 名にセミナーを開催したの

みであるが、電気分野では、PLC２コース、ファクトリーオートメーション１コース各１

週間の研修が 2007 年 4 月及び 5 月に実施予定、また機械分野ではレーザー加工紹介が 2007

年 3 月に実施予定である。 

④ 2007 年 4 月より研修コースが順次開始され、実施後に評価がなされる予定。研修コース評

価システムは調査時点では作成過程。 

 

（４）成果４ 訓練プログラムの運営体制が確立される。 

成果４は以下の理由から協力期間内に一定程度達成されると判断される。 

① 運営指導会議は、毎月開催される予定であったが、調査時点までに二回開催された。 

② 現時点では概ね良好に管理されているが、カウンターパートによる機材維持管理体制は

十分に確立されていない。 

③ 安全管理の必要な機材を有する機械分野では、専門家着任後間もないため、安全管理委

員会は発足していない。 

④ レーザー加工機導入時にメーカー技師によって安全指導が行われた。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標： DTC 指導員の「機械」「電気」及び「建設」分野における技術短大教員向

け研修実施能力は向上する。 

 

プロジェクト目標は以下の理由から協力期間内に一定程度達成されると判断される。 

① 日本人専門家等の指導により、機械、電気、建設分野の DTC 指導員の技術レベルは向上

している。 

② 機械分野ではレーザー加工紹介コースの教材が完成予定。建設分野では、3D-CAD コース

の教材が完成予定。 

-21-



 

 

③ PLC（LOGO、STEP7）、ファクトリーオートメーション研修コースが 2007 年 4 月に実施

予定。また、機械分野ではレーザー加工紹介が 2007 年 3 月に実施予定。2007 年 8 月末の

プロジェクト終了までに各分野で数回の研修が実施予定である。 

３－４ プロジェクトの実施プロセス 

（１）活動の進捗 

機械分野及び建設分野では、2004 年のサウジの治安の一時的悪化による専門家リクルートの難

航や長期専門家内定者の辞退などにより長期専門家の派遣が遅れ、活動に遅れが見られる。長期

専門家の配置が困難な時期には、ローカルリソースの活用、短期専門家派遣により活動が進めら

れた。機械分野では、メーカー現地代理店からの技術指導及び CAD 専門学校の活用、短期専門家

派遣等の措置をとった。また、建設分野では、短期専門家の派遣及び CAD 専門学校の活用等の措

置をとった。 

また、供与機材の調達の遅れも活動に影響を与えたが、電気分野では、現地で入手可能な資機

材を活用して、技術指導が進められた。 

 

（２）カウンターパート 

2004 年 9 月に署名された R/D では、カウンターパートは英語を解するものが配置されることと

なっていたが、実際には英語の不自由な者や学歴資格が不十分な者が配置されたため、当初予定

以上に専門家からカウンターパートへの技術移転は時間を要した。 

 

（３）センターの運営管理体制 

 運営管理委員会は、調査時点までに２回開催されたのみである。プロジェクトの進捗を適切に

管理するため、同委員会を定期的に開催し、センターの運営管理体制を強化する必要がある。 
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第４章 ５項目による評価結果 

 前述の『JICA 事業評価ガイドライン－プロジェクト評価の実践的手法』に基づき、実績と実施

プロセスの調査結果を精査・分析し、５項目別に評価を実施した。各評価結果の概要は、以下の

とおり。なお、調査項目毎の詳細については、付属資料１を参照のこと。 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクト実施の妥当性は、以下の点から高い。 

（１） サウジアラビア政府は、サウダイゼーション政策のもとで技術短期大学を急速に増設した

が、教員の質が不十分な状況にある。現職教員研修により技術短期大学教員の質を向上す

ることは、同国の開発政策に整合している。 

（２） 人材育成・サウダイゼーションの促進は、JICA 国別事業実施計画における重点分野の一つ

に位置づけられている。 

（３） 技術短期大学教員の多くは博士号、修士号を取得しており、専門分野の理論的知識は明る

い反面、実務経験を欠き、現場の技術に通じていない。本プロジェクトで計画されている

訓練は現場の技術を内容としたものであるため、本プロジェクトのアプローチは適切であ

ると言える。 

 

４－２ 有効性 

DTC 指導員の技術レベルの向上、研修コース及び研修教材の開発等、プロジェクトは成果を挙

げているものの、協力期間内にプロジェクト目標を充分なレベルにまで達成することは難しいと

判断される。 

調査時点では、短期専門家（教育手法）が技術短期大学教員 30 名にセミナーを開催したのみで

あるが、電気分野の研修が 4 月以降、機械分野の研修が 3 月以降開始予定であることから、プロ

ジェクト目標は一定程度達成されると考えられる。 

 

４－３ 効率性 

機械分野及び建設分野では、長期専門家の派遣時期に当初計画からの遅れが見られるものの、

ローカルリソースの活用、短期専門家派遣の代替措置がとられた。また、供与機材の投入時期に

も遅れが見られるが、電気分野では、現地で入手可能な資機材を活用して、技術指導が進められ

た。 

当初計画された日本側の投入（専門家及び機材）が行われたことから、プロジェクト活動は効

率的に行われるものと思われる。 

 

４－４ インパクト 

DTC 指導員の技術レベルの向上、研修コース及び研修教材の開発等、プロジェクトは成果を挙

げており、電気分野の研修が 4 月以降、機械分野の研修が 3 月以降開始予定である。本調査時点

では、プロジェクト目標の達成度が部分的であるため、上位目標の達成見込み及びインパクトの

有無を評価することは時期尚早であるが、プロジェクトの当初期間および想定されている延長期
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間を通じて、技術短大の教官のレベルが向上してくれば、将来的に上位目標達成への道筋が確保

されると判断される。 

 

４－５ 自立発展性 

本プロジェクトは以下の理由から自立発展性が見込まれるものの、技術短大教員を対象とする

研修実施体制を確立するとともに、強化する必要がある。 

（１） サウダイゼーション政策は、サウジアラビアの重点政策の一つであり、今後も継続される

見込みである。 

（２） GOTEVOT の組織的キャパシティは高く、予算的にも伸びているため、技術短期大学教員

に対する研修コースが一旦開始されれば、それを維持することは可能。 

 

４－６ 結論 

本プロジェクトは「サ」国の優先課題であり「サウダイゼーション」政策に寄与するものであ

り、プロジェクト実施の妥当性は極めて高い。本プロジェクトは、DTC 指導員の技術レベルの向

上、研修コース及び研修教材の開発等の成果を挙げ、技術短期大学教員を対象とした現職教員研

修が順次開始される予定である。しかしながら、長期専門家及び供与機材の投入の遅れ並びに一

部の DTC 指導員の英語力及び学歴資格不足から、当初計画以上にプロジェクト活動の進展に時間

を要したため、所期の協力期間内（2007 年 8 月末まで）にプロジェクト目標を充分なレベルにま

で達成することは困難であると考えられる。 
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第５章 提言 

調査結果をふまえ、日本側・サウジアラビア側の合意事項として、以下の提言を行った。 

 

（１） プロジェクトの目標「DTC 指導員の機械及び電気、建設分野における技術短大教員向け

研修実施能力が向上する」の達成を確かなものとするため、プロジェクト協力期間を電

気分野では 2008 年 12 月末まで、機械分野及び建設分野では 2009 年 3 月末まで延長す

る必要がある。 

（２） プロジェクトは、日本側及びサウジアラビア側の協働活動によるため、相互のコミュニ

ケーションを活性化し、理解・認識を共有すべきである。 

（３） 一部カウンターパートの人数が不足する期間があったので、サウジアラビア側はカウン

ターパートを安定的に配置する。 

（４） サウジアラビア側は、コース開始に必要となる機材及び施設を整備する。 

（５） プロジェクトは、技術短期大学教員に対する訓練コースを可及的速やかに開始する。必

要に応じて外部資源の活用を検討する。 

（６）プロジェクトは、建設分野のカウンターパートの技術向上を促進する。サウジアラビア

側は、適切な外部ローカルリソースの紹介等の支援を行う。 

（７）プロジェクトは、運営管理委員会を定期的に開催する。また、機材管理委員会及び安全

委員会を立ち上げる。
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付属資料 

 

 

１．ミニッツ 

 

２．評価グリッド（和文） 

 

３．運営指導調査（2006 年 9 月）報告資料（ミニッツ含む） 
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実績・実施プロセス調査結果 
 

１．投入実績 
専門家派遣、CP、研修、機材調達、
施設建設、全体事業費の実績 

〔人員配置〕 日本側： 長期専門家 4 名、短期専門家 9 名、計 13 名。 
       サウジアラビア側（主なカウンターパート）： 技術教育開発訓練センター長がプロジェクトダイレクタ

ーを務め、プロジェクトマネージャー、機械分野指導員 4 名、電気分野指導員 5 名（1 名交替）、建設分
野指導員 3 名が配置された。 

        
〔研修〕   機械分野指導員 4 名（日本）、電気分野指導員 4 名（マレーシア、日本、インドネシア）、建設分野指導

員 2 名（UAE） 
 
〔機材供与〕 CAD/CAM3 次元加工機、レーザー加工機、自動生産システム、パワーエレクトロニクス実習機、各種ソ

フトウェア等、計 130 点、総額約 1 億円の機材が供与された。 
 
〔プロジェクト運営費〕  
       日本側： 小額機材購入費、資機材購入費、外部講師傭上費等、約 1354 万円。 
       サウジアラビア側： 機材調達費、専門家用車両費、施設補修費等、約 4681 万円。 
（注：1 リアル 31.86593 円換算。） 
 

２．成果の達成度 
短大新カリキュラムに基づき必要な技
術及びそのレベルが明らかになる（指標
1-1）。 

技術短大新カリキュラムから、技術短大の技術及びそのレベルが分析された。 

教官研修に必要な技術科目及びそのレ
ベルが明らかになる（指標 1-2）。 

2004 年の R/D 署名時には、技術移転科目として下記の科目が選定された。 
（機械技術）： 成形加工、CAD, CNC, 材料試験、溶接。 
（電気技術）： PLC ワークショップ、パワーエレクトロニクス、ドライブコ
ントロール、自動制御、ファクトリーオートメーション。 
（建設技術）： 模型、測量、建築技術、3D-CAD、製図。 
 
プロジェクト発足後、技術短大新カリキュラムから、技術短大教員のニーズを
分析した結果、以下のように修正された。 
（機械技術）： 成形加工、CAD、CNC  
（電気技術）： PLC、パワーエレクトロニクス、ドライブテクノロジー、自動
制御、ファクトリーオートメーション(メカトロニクス) 
（建設技術）： 3D-CAD、建築技術、プロジェクトマネジメント。 

対象分野について、サウジアラビ
アにおける技術短期大学教員等
の技術レベル及び産業ニーズが
確認される。 

関連産業で求められる必要な技術科目
及びそのレベルがモニターされる（指
標 1-3）。 

GOTEVOT により産業界で求められる技術レベルは、NOSS (全国職業技術基準)
として策定され随時更新されている。また技術短大カリキュラムは、NOSS に
基づいて作成されている。 
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作成された訓練学習プログラムの数
（指標 2-1） 

（機械技術） 
2D-CAD、3D-CAD、CNC 基礎、CNC 応用、レーザー加工紹介、レーザー加工 
（電気技術） 
PLC（LOGO、STEP7）、ファクトリーオートメーション、パワーエレクトロニ
クス、ドライブテクノロジー、自動制御 
（建設技術） 
3D-CAD 基礎、3D-CAD 応用、プロジェクトマネジメント基礎、プロジェクト
マネジメント応用、建築技術紹介以下の訓練学習プログラムが調査時点までに
開発され、もしくは開発が計画されている。 

対象 3 分野における短大教員の
訓練学習プログラムが開発され
る。（成果 2） 
 

作成された各種教材の数（指標 2-2） （機械技術） 
2D-CAD、CNC 基礎 
（電気技術） 
PLC（LOGO、STEP）、ファクトリーオートメーション 
（建設技術） 
3D-CAD 基礎 

DTC 指導員のニーズ分析報告書（指標
3-1） 

カウンターパートの技術移転評価シートフォームが作成され、GOTEVOT に定
期的に提出されている。.  

DTC 指導員に提供された技術支援（指
標 3-2） 

専門家により以下のとおりカウンターパートに技術移転が行われている。 
（機械技術） 
・ CAD, CNC 及び溶接の技術指導がなされた。 
・ CAD 教室における CAD 技術セミナーに参加した。 
・ メーカー（アマダ）においてレーザー加工技術の技術移転がなされた。 
（電気技術） 
・ PLC 及びファクトリーオートメーションに関する技術指導が実施された。 
・ 短期専門家によりフィードバック制御に関する技術指導がなされた。 
（建設技術） 
・ CAD 教室における技術指導がなされた。 
・ UAE にてプロジェクトマネジメントの基礎を修得した。 
（教育手法） 
・ 短期専門家による教育手法指導が実施された。 

短大教官に対して実施された研修コー
ス・セミナーの数（指標 3-3） 

調査時点までに短期専門家（教育手法）が技術短期大学教員 30 名にセミナーを
開催した。電気技術においては、PLC2 コース、FA1 コース合計 1 週間の研修コ
ースを 2007 年 4 月に実施予定であり、また、機械技術ではレーザー加工セミナ
ーを 2007 年 3 月に実施予定である。 

研修システム（評価含む）が構築
される。（成果 3） 

研修コース評価結果（指標 3-4） 短期専門家（教育手法）によるセミナーに出席した教員の多くは、同専門家に
よるセミナーを高く評価している。 

運営指導会議開催回数（指標 4-1） 調査時点までに２回開催されたのみである（2006 年 9 月、2007 年 2 月)。 3 分野における研修運営体制が
確立する。（成果 4．） 

機材管理委員会開催回数（指標 4-2） 調査時点までに機材管理委員会は発足していない。 
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研修機材の状態（指標 4-3） 現時点では概ね良好に管理されているが、カウンターパートによる機材維持管
理体制は十分に確立されていない。 

安全委員会開催回数（指標 4-4） 安全管理の必要な機材を有する機械分野では、専門家着任後間もないため、安
全管理委員会は発足していない。 

事故予防策実施件数（指標 4-5） レーザー加工機導入時にメーカー技師によって安全指導が行われた。 

３． プロジェクト目標の達成度（目標値との比較） 
 

研修コース評価結果（指標 1） PLC2 コース、FA1 コース合計 1 週間の研修コースを 2007 年 4 月に実施予定で
あり、また、機械技術ではレーザー加工セミナーを 2007 年 3 月に実施予定であ
る。 

プロジェクトにより作成された研修コ
ースの数（指標 2） 

以下の訓練学習プログラムが調査時点までに開発され、もしくは開発が計画さ
れている。 
（機械技術） 
２D CAD, 3D CAD, CNC Basic course, CNC advanced course, Laser cutting 
Introduction course, Laser cutting course の 6 種類を計画している。 
（電気技術） 
PLC 2 コース作成された（LOGO, STEP7）。FA(メカトロニクス)は 1 コース完
成、さらに 5 コース程度作成予定。パワーエレクトロニクス、ドライブテクノ
ロジー、自動制御、各 1 コース作成予定で 終的には、11 コース前後になる予
定。 
（建設技術） 
3D CAD 2 コース（basic、advanced）Project management 3 コース程度（introduction, 
Microsoft and/or Primavera, practical）作成予定。建築技術に関するセミナーを検
討する。 
電気技術において 3 コース（PLC basic, PLC advanced,、FA）が作成され 2008
年 4 月から実施はされる予定である。 

プロジェクトの研修コースを受講した
短大教員の数（指標 3） 

DTC 指導員の「機械」「電気」及
び「建設」分野における技術短大
教員向け研修実施能力は向上さ
れるか。 
 

プロジェクトで実施した研修コースの
数（指標 4） 

PLC2 コース、FA1 コース合計 1 週間の研修コースを 2007 年 4 月に実施予定で
あり、また、機械技術ではレーザー加工セミナーを 2007 年 3 月に実施予定であ
る。 

４． 実施のプロセス 
 

PDM、PO に記載された活動の実施・
進捗状況 

活動実施・進捗状況の遅れや相違
の原因（当初計画との比較） 

順調な進捗に対する阻害・貢献要因 

機械分野及び建設分野では、長期専門家派遣の遅れにより、活動に遅れが見ら
れる。長期専門家の配置が困難な時期には、ローカルリソースの活用、短期専
門家派遣により活動が進められた。機械分野では、メーカー現地代理店からの
技術指導及び CAD 専門学校の活用、短期専門家派遣等の措置をとった。また、
建設分野では、短期専門家の派遣及び CAD 専門学校の活用等の措置をとった。
また、供与機材の調達の遅れも活動に影響を与えたが、電気分野では、現地で
入手可能な資機材を活用して、技術指導が進められた。 

プロジェクト運営管理体制 プロジェクト実施体制 別添実施体制図参照 
モニタリングの仕組み モニタリングの実施・報告状況、プロ

ジェクト合同委員会（JCC）の実施状
2005 年 9 月に第一回、2006 年 9 月に第 2 回 JCC が開催された。 
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況、関係機関への報告状況、モニタリ
ング結果の活用状況 

プロジェクト内のコミュニケー
ションの仕組み：専門家と C/P と
の関係（十分なコミュニケーショ
ンがあるか等） 

定例会議の状況、日常のコミュニケー
ション、問題認識の共有、共同作業に
よる課題設定の状況 

DTC 所長、プロジェクトマネージャー、指導員、日本人専門家の間で、運営指
導会議を毎月開催することが計画されたが、9 月に開催されたのみであった。 

プロジェクトの円滑な実施を阻害ある
いは促進するような外部状況の変化。
（変化があった場合の対応） 

外部状況の変化は特に見あたらない。 外部条件の変化 
 

プロジェクト開始時にはあまり意識さ
れなかったが、開始後プロジェクトの
円滑な実施に大きな悪影響を与えた事
項。予期以上に好影響を与えた事項。

2004 年 9 月に署名された R/D では、カウンターパートは英語を解するものが配
置されることとなっていたが、実際には一部英語の不自由なものも配置された
ため、当初予定以上に専門家からカウンターパートへの技術移転は時間を要し
た。  
研修を受ける技術短大教官は博士号、修士号を持つ者が多く、 低でも大学卒
であり、理論面はもちろん実技面でも 新鋭の機械設備にふれた経験も持って
いるのに対して、研修講師となるＤＴＣ指導員の学歴はディプロマ以下が多く、
臆病になっている。 
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５項目別評価結果概要 
 
 
１． 妥当性 

(1) プロジェクト目標、上位目標
はサウジアラビア国の開発政
策に整合するか 

1) サウジアラビア政府の開発政策と
の整合性 

サウジアラビア政府は、サウダイゼーション政策のもとで技術短期大学を急速
に増設したが、教員の質が不十分な状況にある。現職教員研修により技術短期
大学教員の質を向上することは、同国の開発政策に整合している。 

(2) プロジェクトのアプローチ、
手法はサウジアラビア国対象
分野の開発課題に対する効果
をあげる戦略として適切であ
ったか 

2) 現職教員研修支援というアプロー
チの妥当性 

技術短期大学教員の多くは博士号、修士号を取得しており、専門分野の理論的
知識は明るい反面、実務経験を欠き、現場の技術に通じていない。本プロジェ
クトで計画されている訓練は現場の技術を内容としたものであるため、本プロ
ジェクトのアプローチは適切であると言える。 

(3) 国別援助計画・JICA 国別事業
実施計画に整合するか。 

3) 国別援助計画・JICA 国別事業実施
計画との整合性 

人材育成・サウダイゼーションの促進は、JICA 国別事業実施計画における重点

分野の一つに位置づけられている。 

２． 有効性（予測） 

4) 成果の総合的な達成度合い 成果１は達成しているが、成果２，成果３，成果４は未達成である。専門家、
機材が投入されたことで、今後の挽回が期待されるがプロジェクト終了時まで
にプロジェクト目標を完全に達成することは難しい。 

(4) DTC 指導員の「機械」「電気」
及び「建設」分野における技
術短大教員向け研修実施能力
は向上されたか。 5) プロジェクト目標の達成見込み 

 
調査時点では短期専門家（教育手法）が技術短期大学教員 30名にセミナーを開
催したのみであるが、機械技術のセミナーが 3月に、また電気技術の研修コー
スが 4月に実施される予定であることから、DTC 指導員の研修実施能力は向上
していると見られ、プロジェクト目標も十分とはいえないが達成する方向に向
かっているといえよう。 

３． 効率性 
 

6) 投入活用の適正度 専門家、機材が投入され、プロジェクトがフル活動に入れる体制となったため、今後
活用度は向上する。 

7) 投入の量・質・時期の適正度 専門家、機材が投入され、プロジェクトがフル活動に入れる体制となったため、今後
活用度は向上する。 

(5) 投入された資源（機材、人材、
経費）は適切に活用され、必要
な成果が得られたか。 

8) 活動実施時期と実施プロセスの適正
度 

長期専門家及び供与機材の遅れ、カウンターパートの資質、センター運営体制等の 
要因から、全体的に遅れが見られる。 

４． インパクト（予測）  

(6) 「機械」「電気」「建設」の分野にお
いて産業界の要望にかなうレベル
の技術短大の卒業生が輩出され
る見込みはあるか。 

9) 上位目標達成見込み 
 
 

調査時点では、プロジェクト目標の達成度が部分的であることから、上位目標の達成
見込み及びインパクトの有無を評価することは時期尚早である。 

５． 自立発展性（見込み） 
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(7) 相手国政府の政策の継続見込
み。 

10) サウダイゼーション政策の継続見込み サウダイゼーション政策はサウジアラビアの重点政策の一つであり、継続される見込
み。 

(8) 実施機関の組織運営管理能力・
財政は十分か。 

11) 実施機関の組織運営管理能力・財政
能力 

12) プロジェクトの果実を維持継続していく
体制 

GOTEVOT の組織、財政面でキャパシティは高いため、技術短期大学教員に対する
研修コースが一旦開始されれば、それを維持することは可能。 

13) カウンターパートの技術の定着度 個人間、分野間、科目間で定着度に差が見られる。特定分野、特定科目においては
研修を計画・実施するに十分なレベルに達したと見られる指導員もいるが全体的に達
しているといえる段階ではない。 

(9) 指導員が習得した技術は定着し
ているか。 

14) 機材の維持管理体制 機材の維持管理体制は未だ確立されていない。 
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